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１ 改正の趣旨 

地方税法等の一部を改正する等の法律及び地方税法施行令等の一部を改正する等の

政令の施行に伴い、関係税目の細目等について所要の規定の整備等を行う。 

 

２ 主な改正の内容 

（１） 従業員等が勤務先等に対して扶養親族申告書等を提出する場合において、その勤

務先等が過去に提出を受けた扶養親族申告書等に基づきその従業員の個人番号等

を管理しているときは、その２回目以降に提出する扶養親族申告書等には、その帳

簿に管理している個人番号の記載を要しないこととする。 

（２） 特別徴収税額通知に代えて通知事項を提供することができることとする電子情報

処理組織を使用する方法について、その細目を定める。 

（３） 流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律の認定を受けた事業者が新設又

は増設した流通機能の高度化及び流通業務の省力化に寄与する一定の倉庫に係る固

定資産税及び都市計画税の課税標準の特例措置について、その対象となる倉庫の要

件のうち対象システムの内容、到着時刻表示装置及び特定搬出用自動運搬装置の細

目を定める。 

（４） 地方揮発油譲与税及び自動車重量譲与税における譲与基準及び自動車取得税にお

ける交付金の交付基準として、道路の延長・面積に人口密度に応じた補正係数を乗

じた数値を用いているが、平成二十七年の国調において、避難指示区域を含む市町

村で立ち入りが制限された区域があることにより、当該調査における人口が０又は

著しく減少することとなる市町村について、平成二十二年の国勢調査の数値に住基

人口の変動率を乗じた数値を用いることとする。 

  

３ 施行期日 

原則として平成２８年４月１日から施行する。 


